




















従来,妊娠中毒症の一般的治療指針は「原則的には胎児の母体外生活が可能となるまで待機

療法を行い,重症の場合は母体保護を優先して急速遂娩を行う」,とされてきている。しか

し最近は分娩監視装置,超音波断層法などの開発によって胎児管理面が著しく進歩,充実し,

それに伴い我が国でも“Fetus as a Patient”とする概念が定着しつつある。加えて新生

児医療の進歩や NICU の充実の度合も著しく,そのため従来は全く期待が持てず,また不可

能とされてきた比較的妊娠早期の未熟児でもその生存率は飛躍的に上昇してきている。し

たがって,母体に様々の障害があり,また胎児に対してもその程度によってはかなり重篤な

影響を及ぼす可能性がある妊娠中毒症においては,妊娠の継続可否と分娩時期,すなわちタ

ーミネーション(Termination)の時期決定をする場合,従来の観念よりむしろ,「胎児を母体

障害の影響を蒙むる子宮内環境から可及的速やかに娩出,救出すべきであろう」，とする考

え方に傾きつつあるものと思われる。 

しかし問題は,妊娠中毒症の病因が未だ全く解明されておらず,しかもその病態についても

症候論的な解釈を含めてなお一定の見解がなく,また分類上でも妊娠偶発合併症を伴って

いるなど複雑・多彩であるため,母体の病態に対してもこれを適確に把握することが依然容

易でない場合が少なくない。したがって,分娩(遂娩)時期の決定,すなわち医療側からする

妊娠の継続,あるいは妊娠中絶の決定を行う場合には,母体側因子に加えて胎児側因子をよ

り一層検討したうえ,母児双方の状況からする妊娠継続の可能域を,慎重且つ適確に判断す

ることが必要である。しかし各医療機関においてはその設備や内容が異なっているため,

妊娠中毒症のターミネーション,すなわち分娩(遂娩)時期ならびにそれの適応基準を一律

にすることは困難であり,また運用に万全を期し,母児の死亡・障害の発生を可及的回避す

べきである。 

本報告は以上の状況を踏まえたうえ,現段階では,「母体状況の許す限り胎児の母体外生活

可能となるまで待機療法を行い,そのうえで胎児を可及的速やかに子宮内環境より救出す

る」,ことをあく迄も原則としている。 


